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議案第 14号 参考資料 

1 

長門市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

１ 改正の趣旨 

  令和３年８月に人事院が行った「公務員人事管理に関する報告」及び「国

家公務員の育児休業等に関する法律の改正についての意見の申出」の中で、

国家公務員に係る「妊娠・出産・育児等と仕事の両立支援のために講じる措

置」が表明され、これらの措置のうち国家公務員に係る非常勤職員の育児休

業・介護休暇等の取得要件の緩和等に係る事項については、令和４年４月１

日から施行されることとなりました。 

地方公共団体の職員の勤務時間・休暇その他の勤務条件については、国家公

務員の措置との権衡を踏まえることが求められていることから、本市において

も国家公務員の措置に準じて、会計年度任用職員の育児休業・部分休業の取得

要件の緩和を図るとともに、育児休業を取得しやすい勤務環境の整備に関する

措置を講じるため、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

（１）会計年度任用職員の育児休業及び部分休業の取得要件の緩和 

（第２条、第19条関係） 

   ・「引き続き在職した期間が１年以上」との要件を廃止 

       

（２）育児休業を取得しやすい勤務環境の整備に関する措置に係る規定を新設 

   職員が育児休業を取得しやすい勤務環境を整備するため、次に掲げる措

置を講じることを新たに規定。 

   ア 妊娠・出産等を申し出た職員に対する個別の周知・意向確認に係る

規定を新設（第23条関係） 

   イ 研修の実施や相談体制の整備など勤務環境の整備に係る規定を新設

（第24条関係） 

 

３ 施行期日 

  令和４年４月１日 

   

４ その他 

  介護休暇や子の看護休暇等についても、取得要件の緩和を予定しており、

別途関係する例規の整備を予定 



議案第 15号 参考資料 

2 

長門市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例 

 

 

１ 改正の趣旨 

  月額報酬を受ける非常勤の職員が、月の途中に職に就き、又は離職した場

合に係る報酬額の算定方法を明文化するなど、規定の整理を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

（１）月額報酬を受ける非常勤の職員が、月の途中に職に就き、又は離職した

場合に係る報酬額の算定方法を規定（第３条関係） 

【算定方法】 

  月途中に異動があった場合の報酬額は、その月の勤務日数に応じ、そ

の月の現日数を基礎として日割計算により算出した額 

（２）委任規定の新設（第７条関係） 

   必要な事項を規則に委任することを規定 

（３）その他条文の整理（第１条関係） 

 

３ 施行期日 

  令和４年４月１日 

  



議案第 16号 参考資料 

3 

長門市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

 

１ 改正の趣旨 

  国民健康保険法施行令の改正に伴い、国民健康保険料の未就学児に係る被

保険者均等割額を減額することについて、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

（１）国民健康保険料の未就学児に係る被保険者均等割額の減額に係る規定を

新設（第22条の３関係） 

ア 現行 軽減なし：34,200円 ⇒ 改正後 ５割軽 減：17,100円 

イ 現行 ２割軽減：27,360円 ⇒ 改正後 ６割軽 減：13,680円 

ウ 現行 ５割軽減：17,100円 ⇒ 改正後 7.5割軽減： 8,550円 

エ 現行 ７割軽減：10,260円 ⇒ 改正後 8.5割軽減： 5,130円 

※金額は被保険者均等割額（医療保険分・後期高齢者支援金分） 

 

（２）上記改正に伴う規定の整理（第14条の３、第18条の６の２、第22条関係） 

 

３ 施行期日 

  令和４年４月１日 

  ※改正後の規定は、令和４年度以後の年度分の保険料について適用 

  ※令和３年度以前の年度分の保険料については、従前のとおり 

 

４ その他 

  この改正による未就学児に係る被保険者均等割額の軽減措置は、国及び県

の財政支援の対象となります。 



議案第 17号 参考資料 

4 

長門市営住宅条例の一部を改正する条例 

 

 

１ 改正の趣旨 

人丸第一市営住宅の解体・廃止に伴い、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

  別表（第３条関係）油谷地区 

（１）人丸第一市営住宅の削除 

 

３ 施行期日 

公布の日 



議案第 18 号 参考資料 

5 

長門市スポーツ施設条例の一部を改正する条例 

 

 

１ 改正の趣旨 

   本条例でスポーツ施設の一つとして位置づけております三隅テニスコート

及び三隅弓道場は、市民のスポーツの振興並びに体育及び文化の向上を図る

ため、昭和53年度（旧三隅町）に三隅勤労者スポーツセンターとともに整備

されたものです。 

   これら施設は、これまで市民の体力向上及び健康増進の場、また憩いの場

として、多くの市民及び団体の皆様に利用されてきましたが、三隅テニスコ

ートは平成29年度以降、三隅弓道場も平成26年度以降利用者もなく老朽化も

著しい状況にあります。 

いずれの施設も有効な活用がなされておらず、また、長門市総合公園テニス

コートや長門武道館弓道場など他の施設で同様の利用が可能となっておりま

す。 

こうしたことから、行政財産としての目的に沿った施設の活用が見込めない

状況であるため、今後、社会資源として有効な活用を図るべく、所要の改正を

行うもの。 

 

２ 改正の内容 

  ・三隅テニスコート及び三隅弓道場をスポーツ施設から削除（第２条関係） 

 

３ 施行期日 

   公布の日 

 

  



議案第 19 号 参考資料 

6 

長門市水道給水条例の一部を改正する条例 
 

１ 改正の趣旨 

  水道料金体系の見直しを含む水道料金の改定を行うため、所要の改

正を行うもの。  
   

２ 改正の内容 

（１）給水の用途の見直し（第４条関係） 

   給水の用途のうち湯屋用水及び消防用水を一般用水に統合  

（２）水道料金体系の見直しを含む料金の改定（第 28 条、別表第２関係）  

ア 基本料金に含まれていた基本水量（１月の使用水量 10 ㎥まで）

を廃止  

イ 料金改定（平均改定率 10 パーセント増）に伴う基本料金と従量

料金の引上げ  

ウ 基本水量廃止に伴う大幅な料金の上昇を抑制するため口径 40 ㎜

（ミリメートル）までの従量料金に調整単価を設定  

エ 料金算定の最低月額を半月単位から１月単位に変更  

（３）その他規定の整理（第３条、第８条、第 10 条、第 20 条、第 21

条、第 22 条、第 24 条、第 26 条、第 27 条、第 29 条、第 38 条、

別表第１関係）  

 ■料金改定前後の水道料金対照表 

用途・口径 

改定前 改定後 

基本料金

（1 月） 

従量料金（1 ㎥につき） 
基本料金 

（1 月） 

従量料金（1 ㎥につき） 

0 ㎥を超え

10 ㎥以下 

10 ㎥を超える

もの 

0 ㎥を超え

10 ㎥以下 

10 ㎥を超え

るもの 

一般用 

13 ㎜ 1,000 円 

基本水量と

して基本料

金に含む。 

(湯屋用は

100 ㎥以

下) 

 

126 円 

1,000 円 
10 円 

※大幅な料

金上昇を抑

制するため

の調整単価 
140 円 

20 ㎜ 1,440 円 1,500 円 

25 ㎜ 2,140 円 2,250 円 

30 ㎜ 4,540 円 4,600 円 

40 ㎜ 5,000 円 5,400 円 

50 ㎜ 7,100 円 7,100 円 

140 円 
75 ㎜ 15,000 円 16,500 円 

100 ㎜ 24,300 円 26,700 円 

150 ㎜ 53,740 円 80,000 円 

湯屋用 7,940 円 80 円(101㎥～) 一般用に統合 

船舶用 
 

185 円  204 円 

消火兼用栓 
 

126 円 

一般用に統合 
消火栓 

演習の場合 1 回 5 分以内 

50 ㎜：1,070 円 75 ㎜：2,500 円 

 

３ 施行期日 

  令和４年 10 月１日  
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市
の

量
水

器
 

を
設

置
す

る
。

た
だ

し
、

市
長

が
そ

の
必

要
が

な
い

と
認

め
た

と
き

は
、

こ
の

限
り

で

な
い

。
 

2
 

前
項

の
メ

ー
タ

ー
は

、
給

水
装

置
に

設
置

し
、

そ
の

位
置

は
第

6
条

第
1
項

の
規

定
に

か
か

わ
ら

ず
、

市
長

が
定

め
る

。
 

2
 

前
項

の
量

水
器

 
は

、
給

水
装

置
に

設
置

し
、

そ
の

位
置

は
第

6
条

第
1
項

の
規

定
に

か
か

わ
ら

ず
、

市
長

が
定

め
る

。
 

(メ
ー

タ
ー

の
貸

与
) 

第
2

1
条

 
メ

ー
タ

ー
は

、
市

長
が

設
置

し
、

使
用

者
に

保
管

さ
せ

る
。

 

(量
水

器
 

の
貸

与
) 

第
2

1
条

 
量

水
器

 
は

、
市

長
が

設
置

し
、

使
用

者
に

保
管

さ
せ

る
。

 

2
 

使
用

者
は

、
メ

ー
タ

ー
を

清
潔

に
保

管
す

る
と

と
も

に
、

善
良

な
管

理
者

の
注

意
を

も
っ

て
、

メ
ー

タ
ー

を
管

理
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

2
 

使
用

者
は

、
量

水
器

 
を

清
潔

に
保

管
す

る
と

と
も

に
、

善
良

な
管

理
者

の
注

意
を

も
っ

て
、

量
水

器
 

を
管

理
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

3
 

メ
ー

タ
ー

の
設

置
場

所
に

は
、

点
検

及
び

修
理

に
支

障
を

生
ず

る
物

件
を

た
い

積
し

、
又

は
工

作
物

を
設

け
て

は
な

ら
な

い
。

 

3
 

量
水

器
 

の
設

置
場

所
に

は
、

点
検

及
び

修
理

に
支

障
を

生
ず

る
物

件
を

た
い

積
し

、
又

は
工

作
物

を
設

け
て

は
な

ら
な

い
。

 

4
 

使
用

者
が

、
前

2
項

の
管

理
義

務
を

怠
っ

た
た

め
に

メ
ー

タ
ー

を
亡

失
又

は
損

傷
し

た
場

合
は

、
そ

の
損

害
額

を
賠

償
し

な
け

れ
ば

な
ら

な

4
 

使
用

者
が

、
前

2
項

の
管

理
義

務
を

怠
っ

た
た

め
に

量
水

器
 

を
亡

失
又

は
損

傷
し

た
場

合
は

、
そ

の
損

害
額

を
賠

償
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
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い
。

 
い

。
 

5
 

市
長

は
、

メ
ー

タ
ー

の
位

置
が

や
む

を
得

な
い

事
情

の
た

め
点

検
上

不
適

当
と

な
り

、
又

は
管

理
上

支
障

を
生

じ
た

と
き

は
、

そ
の

位
置

を

変
更

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

5
 

市
長

は
、

量
水

器
 

の
位

置
が

や
む

を
得

な
い

事
情

の
た

め
点

検
上

不
適

当
と

な
り

、
又

は
管

理
上

支
障

を
生

じ
た

と
き

は
、

そ
の

位
置

を

変
更

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

6
 

(略
) 

6
 

(略
) 

(メ
ー

タ
ー

の
私

設
) 

第
2

2
条

 
市

長
は

、
必

要
と

認
め

る
と

き
は

、
前

条
の

メ
ー

タ
ー

の
ほ

か
、

所
有

者
に

、
市

長
の

定
め

る
私

設
メ

ー
タ

ー
を

装
置

さ
せ

る
こ

と

が
で

き
る

。
 

(量
水

器
 

の
私

設
) 

第
2

2
条

 
市

長
は

、
必

要
と

認
め

る
と

き
は

、
前

条
の

量
水

器
 

の
ほ

か
、

所
有

者
に

、
市

長
の

定
め

る
私

設
量

水
器

 
を

装
置

さ
せ

る
こ

と

が
で

き
る

。
 

(給
水

装
置

又
は

水
質

の
検

査
) 

第
2

4
条

 
(略

) 

(給
水

装
置

又
は

水
質

の
検

査
) 

第
2

4
条

 
(略

) 

2
 

前
項

の
検

査
の

う
ち

、
メ

ー
タ

ー
の

検
査

に
つ

い
て

は
、

使
用

者
又

は
そ

の
代

理
人

を
立

会
さ

せ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

こ
の

場
合

に
お

い

て
、

当
該

使
用

者
又

は
そ

の
代

理
人

が
、

市
長

の
指

定
し

た
日

時
に

お

い
て

立
会

し
な

い
場

合
に

お
い

て
は

、
そ

の
結

果
に

つ
い

て
異

議
を

申

し
立

て
る

こ
と

は
で

き
な

い
。

 

2
 

前
項

の
検

査
の

う
ち

、
量

水
器

 
の

検
査

に
つ

い
て

は
、

使
用

者
又

は
そ

の
代

理
人

を
立

会
さ

せ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

こ
の

場
合

に
お

い

て
、

当
該

使
用

者
又

は
そ

の
代

理
人

が
、

市
長

の
指

定
し

た
日

時
に

お

い
て

立
会

し
な

い
場

合
に

お
い

て
は

、
そ

の
結

果
に

つ
い

て
異

議
を

申

し
立

て
る

こ
と

は
で

き
な

い
。

 

3
 

(略
) 

3
 

(略
) 

第
4
章

 
料

金
及

び
手

数
料

 
第

4
章

 
料

金
及

び
手

数
料

 

(料
金

の
徴

収
方

法
) 

第
2

6
条

 
(略

) 

(料
金

の
徴

収
方

法
) 

第
2

6
条

 
(略

) 

2
 

水
道

使
用

を
や

め
た

場
合

で
あ

っ
て

も
そ

の
届

出
が

な
い

と
き

は
、

料
金

を
徴

収
す

る
。

 

2
 

前
項

の
隔

月
徴

収
の

基
礎

と
な

る
期

分
使

用
水

量
は

、
各

月
均

等
と

み
な

す
。

 

(料
金

の
額

) 

第
2

7
条

 
(略

) 

(料
金

の
額

) 

第
2

7
条

 
(略

) 

2
 

第
2

0
条

第
2
項

に
定

め
る

も
の

の
う

ち
、

市
長

が
計

量
す

る
た

め

特
に

必
要

が
あ

る
と

認
め

貯
水

槽
等

の
下

流
側

に
メ

ー
タ

ー
を

設
置

し

た
場

合
に

お
け

る
、

貯
水

槽
等

の
上

流
側

の
メ

ー
タ

ー
の

料
金

に
つ

い

て
は

、
別

表
第

2
の

2
に

定
め

る
額

に
1

0
0
分

の
1

1
0
を

乗
じ

て
得

2
 

第
2

0
条

第
2
項

に
定

め
る

も
の

の
う

ち
、

市
長

が
計

量
す

る
た

め

特
に

必
要

が
あ

る
と

認
め

貯
水

槽
等

の
下

流
側

に
量

水
器

 
を

設
置

し

た
場

合
に

お
け

る
、

貯
水

槽
等

の
上

流
側

の
量

水
器

 
の

料
金

に
つ

い

て
は

、
別

表
第

2
の

2
に

定
め

る
額

に
1

0
0
分

の
1

1
0
を

乗
じ

て
得
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た
額

と
す

る
。

こ
の

場
合

に
お

い
て

、
1
円

未
満

  
の

端
数

が
生

じ
た

と
き

は
、

そ
の

端
数

を
切

り
捨

て
る

も
の

と
す

る
。

 

た
額

と
す

る
。

こ
の

場
合

に
お

い
て

、
1

0
円

未
満

の
端

数
が

生
じ

た

と
き

は
、

そ
の

端
数

を
切

り
捨

て
る

も
の

と
す

る
。

 

3
～

6
 

(略
) 

3
～

6
 

(略
) 

(料
金

の
算

定
) 

第
2

8
条

 
料

金
は

、
隔

月
定

例
日

（
料

金
算

定
の

基
準

日
と

し
て

あ
ら

か
じ

め
、

市
長

が
2
箇

月
ご

と
に

定
め

た
日

を
い

う
。

以
下

同
じ

。
）

に
メ

ー
タ

ー
の

点
検

（
以

下
「

検
針

」
と

い
う

。
）

を
行

い
、

そ
の

計

量
し

た
使

用
水

量
を

も
っ

て
そ

の
日

の
属

す
る

月
の

前
月

分
及

び
前

々

月
分

と
し

て
算

定
す

る
。

た
だ

し
、

や
む

を
得

な
い

理
由

が
あ

る
と

き

は
、

隔
月

定
例

日
以

外
の

日
に

検
針

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
。

 

2
 

前
項

の
隔

月
の

検
針

に
基

づ
く

期
分

使
用

水
量

は
、

各
月

均
等

に
使

用
し

た
も

の
と

み
な

す
。

 

3
 

定
例

日
の

翌
日

か
ら

次
の

定
例

日
ま

で
（

以
下

「
料

金
算

定
期

間
」

と
い

う
。

）
の

中
途

に
お

い
て

水
道

の
使

用
を

開
始

し
、

中
止

し
、

又

は
廃

止
し

た
と

き
の

料
金

は
、

そ
の

使
用

期
間

が
3

0
日

以
下

で
あ

る

と
き

は
1
月

分
と

し
、

3
0
日

を
超

え
る

と
き

は
2
月

分
と

し
て

算
定

す
る

。
 

4
 

料
金

算
定

期
間

の
中

途
に

お
い

て
メ

ー
タ

ー
の

口
径

に
変

更
が

あ
っ

た
場

合
は

、
そ

の
使

用
日

数
の

多
い

口
径

の
基

本
料

金
を

適
用

す
る

。

た
だ

し
、

使
用

日
数

が
同

じ
で

あ
る

と
き

は
、

変
更

後
の

口
径

の
基

本

料
金

と
す

る
。

 

(料
金

の
算

定
) 

第
2

8
条

 
料

金
の

算
定

は
、

次
の

方
法

に
よ

る
も

の
と

す
る

。
 

(1
) 

定
例

日
に

量
水

器
の

計
量

(以
下

「
検

針
」

と
い

う
。

)を
行

い
、

算
定

す
る

。
た

だ
し

、
や

む
を

得
な

い
理

由
が

あ
る

と
き

は
、

定
例

日
以

外
の

日
に

検
針

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
。

 

(2
) 

月
の

中
途

で
給

水
を

開
始

し
、

中
止

し
、

又
は

廃
止

し
た

と
き

の
基

本
料

金
は

、
次

の
と

お
り

と
す

る
。

 

ア
 

使
用

日
数

が
1

6
日

以
上

の
と

き
は

、
1
月

と
し

て
算

定
す

る
。

 

イ
 

使
用

日
数

が
1

5
日

以
内

の
と

き
は

、
半

額
と

す
る

。
た

だ

し
、

そ
の

使
用

水
量

が
所

定
の

基
本

水
量

の
2
分

の
1
を

超
え

る

と
き

は
、

そ
の

超
え

る
部

分
に

つ
い

て
超

過
料

金
を

算
定

し
、

加

算
す

る
。

 

(3
) 

量
水

器
の

故
障

そ
の

他
や

む
を

得
な

い
事

由
に

よ
り

量
水

器
の

検
針

が
で

き
な

い
と

き
又

は
火

災
等

に
よ

り
使

用
水

量
が

明
確

に
で

き
な

い
と

き
の

使
用

水
量

及
び

料
金

は
、

市
長

の
認

定
に

よ
り

算
定

す
る

。
 

(4
) 

量
水

器
の

装
置

が
な

い
場

合
の

使
用

に
つ

い
て

は
、

前
号

の
規

定
を

準
用

す
る

。
 

(使
用

水
量

の
認

定
) 

第
2

9
条

 
市

長
は

、
次

の
各

号
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
と

き
は

、
使

用
水

量
を

認
定

す
る

。
 

(1
) 

メ
ー

タ
ー

に
異

常
が

あ
っ

た
と

き
。

 

(2
) 

使
用

水
量

が
不

明
の

と
き

。
 

第
2

9
条

 
削

除
 

第
5
章

 
管

理
 

第
5
章

 
管

理
 

(給
水

装
置

の
基

準
違

反
に

対
す

る
措

置
) 

(給
水

装
置

の
基

準
違

反
に

対
す

る
措

置
) 
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第
3

8
条

 
市

長
は

、
給

水
を

受
け

よ
う

と
す

る
者

の
給

水
装

置
の

構
造

及
び

材
質

が
、

令
第

6
条

に
定

め
る

基
準

に
適

合
し

て
い

な
い

と
き

は
、

そ
の

者
の

給
水

契
約

の
申

込
み

を
拒

み
、

又
は

そ
の

者
が

給
水

装

置
を

そ
の

基
準

に
適

合
さ

せ
る

ま
で

の
間

、
そ

の
者

に
対

す
る

給
水

を

停
止

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

第
3

8
条

 
市

長
は

、
給

水
を

受
け

よ
う

と
す

る
者

の
給

水
装

置
の

構
造

及
び

材
質

が
、

令
第

5
条

に
定

め
る

基
準

に
適

合
し

て
い

な
い

と
き

は
、

そ
の

者
の

給
水

契
約

の
申

込
み

を
拒

み
、

又
は

そ
の

者
が

給
水

装

置
を

そ
の

基
準

に
適

合
さ

せ
る

ま
で

の
間

、
そ

の
者

に
対

す
る

給
水

を

停
止

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

2
 

(略
) 

2
 

(略
) 

 

別
表

第
1

(第
1

0
条

関
係

) 

 

別
表

第
1

(第
1

0
条

関
係

) 

給
水

負
担

金
 

給
水

負
担

金
 

メ
ー

タ
ー

口
径

 
金

額
 

(略
) 

 

量
水

器
口

径
 

金
額

 

(略
) 

 

 

別
表

第
2

(第
2

7
条

関
係

) 

 

別
表

第
2

(第
2

7
条

関
係

) 

料
金

 
料

金
 

用
途

 
口

径
 

基
本

料
金

(1
月

に
つ

き
) 

従
量

料
金

(1
㎥

(立
方

メ

ー
ト

ル
)に

つ
き

) 

付
記

 
0
㎥

を
超

え
1

0
㎥

以

下
の

使
用

水
量

 

1
0
㎥

を
超

え
る

使
用

水
量

 

一
般

用
 

1
3

m
m

(ミ
リ

メ

ー
ト

ル
) 

1
,0

0
0
円

 

 

 
1

0
円

 

 

 
  

1
4

0
円

  
 

2
0

m
m

 
1

,5
0

0
円

 
 

2
5

m
m

 
2

,2
5

0
円

 
 

3
0

m
m

 
4

,6
0

0
円

 
 

4
0

m
m

 
5

,4
0

0
円

 
 

 

口
径

又
は

用
途

 
 

基
本

 

 
水

量
 

基
本

料
金

 

(1
月

に
つ

き
) 

 

超
過

料
金

 
付

記
 

1
3

 m
m

 (
ミ

リ
メ

ー
ト

ル
) 

1
0
㎥

(立
方

メ

ー
ト

ル
) 

1
,0

0
0
円

    1
㎥

に
つ

き
 

 
 

1
2

6
円

  
 

2
0

m
m

 
1

0
㎥

 
1

,4
4

0
円
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山口県市町総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び共同 

処理する事務の構成団体の変更並びにこれに伴う規約の変更について 

 

 

１ 趣旨 

玖西環境衛生組合の解散に伴い、令和４年３月 31日限り、山口県市町総合事務

組合から玖西環境衛生組合を脱退させ、組合規約を変更することについて、関

係地方公共団体と協議するため、地方自治法第 290 条の規定により、議会の

議決を求めるもの。 

 

２ 改正の内容 

規約別表第１及び別表第２中「、玖西環境衛生組合」を削る。 

※詳細は、別紙「山口県市町総合事務組合規約新旧対照表」を参照してくださ

い。 

 

３ 施行期日 

  令和４年４月１日 
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山口県市町総合事務組合規約 新旧対照表 

新 旧 

  

別表第１ 組合を組織する地方公共団体(第２条

関係) 

山口県内の全市町、柳井地区広域消防組合、

周東環境衛生組合、玖珂地方老人福祉施設組

合、玖西環境衛生組合、田布施・平生水道企

業団、熊南総合事務組合、周陽環境整備組

合、周南東部環境施設組合、周南地区衛生施

設組合、周南地区福祉施設組合、光地区消防

組合、柳井地域広域水道企業団、岩国地区消

防組合、宇部・山陽小野田消防組合、山口県

後期高齢者医療広域連合、山口県市町総合事

務組合 

 

別表第２ 組合の共同処理する事務と地方公共

団体（第３条関係） 

共同処理す 
る事務 

共同処理する団体 

１ (略) (略) 

２  第３条

第２号に

規定する

事務 

宇部市（交通局に限る。）、周防

大島町、和木町、上関町、田布

施町、平生町、阿武町、周東環

境衛生組合、玖珂地方老人福祉

施設組合、玖西環境衛生組合、

熊南総合事務組合、周陽環境整

備組合、山口県市町総合事務組

合 

３ (略) (略) 

４ (略) (略) 

５ (略) (略) 

６  第３条

第６号に

規定する

事務 

宇部市(別表第3に規定する非常

勤の職員に限る｡)、山口市(別表

第3に規定する非常勤の職員に

限る｡)、防府市、下松市、岩国

市、光市、長門市、柳井市、美

祢市、周南市、山陽小野田市(別

表第3に規定する非常勤の職員

に限る。)、周防大島町、和木町

、上関町、田布施町、平生町、

阿武町、柳井地区広域消防組合

、周東環境衛生組合、玖珂地方 

別表第１ 組合を組織する地方公共団体(第２条

関係) 

山口県内の全市町、柳井地区広域消防組合、

周東環境衛生組合、玖珂地方老人福祉施設組

合、玖西環境衛生組合、田布施・平生水道企

業団、熊南総合事務組合、周陽環境整備組

合、周南東部環境施設組合、周南地区衛生施

設組合、周南地区福祉施設組合、光地区消防

組合、柳井地域広域水道企業団、岩国地区消

防組合、宇部・山陽小野田消防組合、山口県

後期高齢者医療広域連合、山口県市町総合事

務組合 

 

別表第２ 組合の共同処理する事務と地方公共

団体（第３条関係） 

共同処理す
る事務 

共同処理する団体 

１ (略) (略) 

２ 第３条

第２号に

規定する

事務 

宇部市（交通局に限る。）、周防

大島町、和木町、上関町、田布

施町、平生町、阿武町、周東環

境衛生組合、玖珂地方老人福祉

施設組合、玖西環境衛生組合、

熊南総合事務組合、周陽環境整

備組合、山口県市町総合事務組

合 

３ (略) (略) 

４ (略) (略) 

５ (略) (略) 

６ 第３条

第６号に

規定する

事務 

宇部市(別表第3に規定する非常

勤の職員に限る｡)、山口市(別表

第3に規定する非常勤の職員に

限る｡)、防府市、下松市、岩国

市、光市、長門市、柳井市、美

祢市、周南市、山陽小野田市(別

表第3に規定する非常勤の職員

に限る。)、周防大島町、和木町

、上関町、田布施町、平生町、

阿武町、柳井地区広域消防組合

、周東環境衛生組合、玖珂地方 
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老人福祉施設組合、玖西環境衛

生組合、田布施・平生水道企業

団、熊南総合事務組合、周陽環

境整備組合、周南東部環境施設

組合、周南地区衛生施設組合、

周南地区福祉施設組合、光地区

消防組合、柳井地域広域水道企

業団、岩国地区消防組合、山口

県後期高齢者医療広域連合、山

口県市町総合事務組合 

７ (略) (略) 

８ 第３条

第８号に

規定する

事務 

下松市、光市、長門市、柳井

市、美祢市、山陽小野田市、周

防大島町、和木町、上関町、田

布施町、平生町、阿武町、柳井

地区広域消防組合、周東環境衛

生組合、玖珂地方老人福祉施設

組合、玖西環境衛生組合、熊南

総合事務組合、周陽環境整備組

合、周南東部環境施設組合、周

南地区衛生施設組合、周南地区

福祉施設組合、光地区消防組

合、山口県後期高齢者医療広域

連合、山口県市町総合事務組合 

９ (略) (略) 

10 (略) (略) 

11 第３
条第11
号に規
定する
事務 

下関市、宇部市、山口市、防府

市、下松市、岩国市、光市、長

門市、柳井市、美祢市、周南

市、山陽小野田市、周防大島

町、和木町、上関町、田布施

町、平生町、阿武町、柳井地区

広域消防組合、周東環境衛生組

合、玖珂地方老人福祉施設組

合、玖西環境衛生組合、田布

施・平生水道企業団、熊南総合

事務組合、周陽環境整備組合、

周南東部環境施設組合、周南地

区衛生施設組合、周南地区福祉

施設組合、光地区消防組合、柳 

 老人福祉施設組合、玖西環境衛

生組合、田布施・平生水道企業

団、熊南総合事務組合、周陽環

境整備組合、周南東部環境施設

組合、周南地区衛生施設組合、

周南地区福祉施設組合、光地区

消防組合、柳井地域広域水道企

業団、岩国地区消防組合、山口

県後期高齢者医療広域連合、山

口県市町総合事務組合 

７ (略) (略) 

８ 第３条

第８号に

規定する

事務 

下松市、光市、長門市、柳井

市、美祢市、山陽小野田市、周

防大島町、和木町、上関町、田

布施町、平生町、阿武町、柳井

地区広域消防組合、周東環境衛

生組合、玖珂地方老人福祉施設

組合、玖西環境衛生組合、熊南

総合事務組合、周陽環境整備組

合、周南東部環境施設組合、周

南地区衛生施設組合、周南地区

福祉施設組合、光地区消防組

合、山口県後期高齢者医療広域

連合、山口県市町総合事務組合 

９ (略) (略) 

10 (略) (略) 

11 第３
条第11
号に規 
定する 
事務 

下関市、宇部市、山口市、防府

市、下松市、岩国市、光市、長

門市、柳井市、美祢市、周南

市、山陽小野田市、周防大島

町、和木町、上関町、田布施

町、平生町、阿武町、柳井地区

広域消防組合、周東環境衛生組

合、玖珂地方老人福祉施設組

合、玖西環境衛生組合、田布

施・平生水道企業団、熊南総合

事務組合、周陽環境整備組合、

周南東部環境施設組合、周南地

区衛生施設組合、周南地区福祉

施設組合、光地区消防組合、柳 
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 井地域広域水道企業団、岩国地

区消防組合、宇部・山陽小野田

消防組合、山口県市町総合事務

組合 
 

 
井地域広域水道企業団、岩国地

区消防組合、宇部・山陽小野田

消防組合、山口県市町総合事務

組合 
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山口県市町総合事務組合の財産処分について 

 

 

１ 趣旨 

玖西環境衛生組合が山口県市町総合事務組合の退職手当支給事務を共同処

理する団体から離脱することに伴う財産処分を関係地方公共団体と協議のう

え定めることについて、地方自治法第 289 条及び第 290 条の規定により、議

会の議決を求めるもの。 

 

 

２ 財産処分の内容 

  玖西環境衛生組合が退職手当の支給に関する事務を行うため納付した負担

金の額と、この組合の職員に支給した退職手当の額に山口県市町総合事務組

合負担金条例施行規則第６条に規定する額を加算した額との差額 

  

※規則第６条に規定する額…山口県市町総合事務組合退職手当給付財政調

整基金の運用によって生じた額と退職手当の

支給に関する事務に要した額を勘案し、管理者

が定める額 
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市道路線の認定について 

 

１ 路線名等 

  路線名 
認定路線 

起点 終点 

砂利ヶ峠線 俵山字嵩 6979 番７ 油谷河原字東金山 10785 番６ 

   

２ 位置 

  長門市 俵山、油谷河原 地内 

  ※詳細は、別添市道路線図を参照してください。 

 

３ 路線の規格 

  延長：3,497.0ｍ 

  幅員：3.5ｍ～10.0ｍ 

 

４ 概要 

  本路線は、県道美祢油谷線の改良に伴い、県から移管を受ける旧県道区間

の市道認定を行うもの。 



議案第22号 参考資料

市道路線図

新規（変更後）
起　点
終　点

凡　　例

【市道砂利ヶ峠線】 

【終点】 

油谷河原字東金山10785番6 

【起点】 

俵山字嵩6979番7 

 19



議案第 23号から議案第 26号まで 参考資料 

20 

人権擁護委員候補者の推薦について 

 

１ 設置の趣旨等 

人権擁護委員は、「人権擁護委員法」に基づいて、国民の基本的人権を擁護

し、自由人権思想の普及高揚を図ることを目的とし、各市町村に配置されるも

の。選任にあたっては、市長が議会の意見を聞いた上で候補者を法務大臣に推

薦し、法務大臣が委員を委嘱します。 

 

２ 提案の理由 

本市の人権擁護委員であります深水
ふかみず

一男
か ず お

氏、早川
はやかわ

和子
か ず こ

氏、西中
にしなか

正夫
ま さ お

氏の任期

が本年６月 30 日付けをもって満了すること、及び重原
しげはら

敏男
と し お

氏が昨年９月 30

日付けで退任となったことに伴い、後任の委員候補者を推薦することについて、

議会の意見を求める。 

 

３ 候補者の氏名・住所・略歴等 

（１）議案第 23 号 

住  所  

氏  名 深水 一男（ふかみず かずお） 

生年月日  

略  歴  

 

 

 

新任・再任の別 再任 

 

（２）議案第 24 号 

住  所  

 氏  名 早川 和子（はやかわ かずこ） 

生年月日  

略  歴 

 

 

 

新任・再任の別 再任 
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（３）議案第 25 号 

住  所  

 氏  名 入江 佳江（いりえ よしえ） 

生年月日  

略  歴  

 

 

 

新任・再任の別 新任 

 

（４）議案第 26 号 

住  所  

氏  名 中原 康博（なかはら やすひろ） 

生年月日  

略  歴  

 

 

 

 

新任・再任の別 新任 

 

４ 委員の任期 

  令和４年７月１日から令和７年６月 30 日（３年間） 

 

 

 

 

 

（個人情報保護のため、一部マスキングしています。） 
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長門市教育委員会教育長の任命について 

 

 

１ 提案の理由 

   伊藤充哉（いとう みつや）教育委員会教育長の任期が本年３月 31 日を

もって満了することから、引き続き同氏を教育長に任命したいので、議会

の同意を求めるものです。 

   

   

２ 候補者の氏名・住所 

  氏 名 伊藤 充哉（いとう みつや） 

  住 所  

  生年月日  

    

 

３ 候補者の略歴 

  

  

  

  

   

   

４ 候補者の任期 

  令和４年４月１日から令和７年３月 31 日（３年間） 

  

 

 

（個人情報保護のため、一部マスキングしています。） 
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長門市教育委員会委員の任命について 

 

 

１ 提案の理由 

   中村充範（なかむら みつのり）教育委員会委員の任期が本年５月 18 日

をもって満了することから、新たに中村典生氏を教育委員に任命したいの

で、議会の同意を求めるものです。 

   

   

２ 候補者の氏名・住所 

  氏 名 中村 典生（なかむら のりお） 

  住 所  

  生年月日  

    

 

３ 候補者の略歴 

 

 

 

 

 

  

  

   

 

４ 候補者の委員任期 

  令和４年５月 19 日から令和８年５月 18 日（４年間） 

  

 

 

 

（個人情報保護のため、一部マスキングしています。） 

 

 


